
資料４

省令の名称 改正の概要 施行日 対応する条例の名称
条例改正の考え
方・対応

担当課

1
幼保連携型認定こども園の学級の編
制、職員、設備及び運営に関する基準
の一部を改正する命令（令和６年内閣
府、文部科学省　令第３号）

・幼保連携型認定こども園の必要職員数に加えることのできる副園長又は教頭の資格要件特例の延長

園児の年齢別の職員配置の員数に含めることができる副園長又は教頭については、幼稚園教諭免許状
と保育士登録の両方を受けた者に限ることとしているが、令和６年度末までは幼稚園免許状の授与又は
保育士の登録のいずれか一方を受けていれば、職員配置の員数に含めることができる特例が規定されて
いた。
当該特例について、さらに２年延長し、令和８年度末まで適用する。

令和6年9月27日
高槻市認定こども園の認
定の要件及び基準を定め
る条例

改正しない 保育幼稚園指導課

2
児童手当法施行規則等の一部を改正
する内閣府令
（令和６年内閣府令第七十ニ号）

・給付金として支払を受けた金銭の管理

改正児童手当法第３条第３項第３号の規定により、母子生活支援施設に入所している児童が新たに施設
入所等児童となることに伴い、給付金として支払を受けた金銭の管理を行わなければならない施設の対
象に、母子生活支援施設を追加する。

令和6年10月1日
高槻市児童福祉法に基づ
く事業及び施設に関する
基準を定める条例

改正しない 子ども政策課

3
児童福祉施設の設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する内閣府令
（令和六年内閣府令第百九号）

・栄養士法改正に伴う「管理栄養士」資格の追加について

従前、管理栄養士国家試験は、栄養士の免許を受けた者でなければ受けることができなかったところ、栄
養士法の改正によって、管理栄養士養成施設卒業者については栄養士免許の取得が不要となった。
当該事情に鑑み、保育所及び家庭的保育事業所等が食事を外部搬入する場合には、「栄養士による必
要な配慮」（栄養指導等）を受ける必要があるが、この場合における栄養士の定義に管理栄養士を追加す
る。
また、指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限る。）に配置するべき職員のうち、
「栄養士」について、栄養士免許を有さない「管理栄養士」を配置できることとする。

令和7年4月1日
高槻市児童福祉法に基づ
く事業及び施設に関する
基準を定める条例

改正しない
保育幼稚園指導課
子育て支援課

4

就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法
律第三条第二項及び第四項の規定に
基づき内閣総理大臣及び文部科学大
臣が定める施設の設備及び運営に関
する基準の一部を改正する件（令和６
年内閣府・文部科学省告示第３号）

・栄養士法改正に伴う「管理栄養士」資格の追加について

従前、管理栄養士国家試験は、栄養士の免許を受けた者でなければ受けることができなかったところ、栄
養士法の改正によって、管理栄養士養成施設卒業者については栄養士免許の取得が不要となった。
当該事情に鑑み、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園が食事を外部搬入する場合には、「栄養
士による必要な配慮」（栄養指導等）を受ける必要があるが、この場合における栄養士の定義に管理栄養
士を追加する。

令和7年4月1日
高槻市認定こども園の認
定の要件及び基準を定め
る条例

改正しない 保育幼稚園指導課

5
子ども・子育て支援法施行規則等の
一部を改正する内閣府令（令和７年内
閣府令第７号）

・家庭的保育事業所等の連携施設を確保しないことができる経過措置の延長及び一部連携内容の見直し

【経過措置延長】
家庭的保育事業所等は、利用乳幼児に対する適正かつ確実な保育の実施等のために、「保育内容の支
援」、「代替保育」、「卒園児の受入」について、連携施設（保育所、幼稚園又は認定こども園）を確保しなけ
ればならないが、連携施設の確保が困難な状況であることから、令和６年度末までは経過措置により連携
施設を確保しないことができるとされていた。
当該特例について、さらに５年延長し、令和１１年度末まで適用する。

【連携内容の見直し】
①「保育内容の支援」に係る連携について、市町村長が著しく困難と認める場合であって、小規模保育事
業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者と連携協力する場合には、当該項目
についての連携施設を確保しないこととすることができる。

②従前より、「代替保育」に係る連携について、市町村長が著しく困難と認める場合には、家庭的保育事
業者等と連携することで、当該項目についての連携施設を確保しないことができるとされている。
今回の改正により、市町村長が家庭的保育事業者等による連携確保の促進のために必要な措置を講じ
てもなお代替保育の連携先の確保が著しく困難である場合においても、当該項目についての連携施設を
確保しないことができることになった。

令和7年4月1日
高槻市児童福祉法に基づ
く事業及び施設に関する
基準を定める条例

改正しない 保育幼稚園指導課

児童福祉施設等に係る基準省令の改正状況（令和６年度改正分）
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幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する命令（令和六年内閣府・文部科学省令第三号） 

 

新 旧 
幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準 

 

附 則 

 

（幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例） 

第三条 施行日から起算して十二年間は、副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園

についての第五条第三項の規定の適用については、同項の表備考第一号中「かつ、」とあ

るのは、「又 は」とすることができる。 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準 

 

附 則 

 

（幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例） 

第三条 施行日から起算して十年間は、副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園に

ついての第五条第三項の規定の適用については、同項の表備考第一号中「かつ、」とある

のは、「又 は」とすることができる。 
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児童手当法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第七十二号） 

 

 

新 旧 
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

 

（給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第十二条の二 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治

療施設及び児童自立支援施設は、当該施設の設置者が入所中の児童に係るこども家庭庁長

官が定める給付金（以下この条において「給付金」という。）の支給を受けたときは、給

付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければならない。 

 

一 当該児童に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含

む。以下この条において「児童に係る金銭」という。）をその他の財産と区分すること。 

 

二 児童に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従つて用いること。 

 

三 児童に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

 

四 当該児童が退所した場合には、速やかに、児童に係る金銭を当該児童に取得させるこ

と。 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

 

（給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第十二条の二 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設及び児童自立

支援施設は、当該施設の設置者が入所中の児童に係るこども家庭庁長官が定める給付金

（以下この条において「給付金」という。）の支給を受けたときは、給付金として支払を

受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければならない。 

 

一 当該児童に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含

む。以下この条において「児童に係る金銭」という。）をその他の財産と区分すること。 

 

二 児童に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従つて用いること。 

 

三 児童に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

 

四 当該児童が退所した場合には、速やかに、児童に係る金銭を当該児童に取得させるこ

と。 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
新 旧 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

 

（保育所の設備の基準の特例） 

第三十二条の二 次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第十一条第一項の規定にか

かわらず、当該保育所の満三歳以上の幼児に対する食事の提供について、当該保育所外

で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該保育所は、当

該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該保育所において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えるものとする。 

 

一 幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にあり、その管理者が、衛生面、栄養

面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確

保されていること。 

 

二 当該保育所又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士又は管理栄養士により、献立

等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士又は管理栄養士に

よる必要な配慮が行われること。 

 

三 調理業務の受託者を、当該保育所における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄

養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 

四 幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、ア

トピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切

に応じることができること。 

 

五 食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点から、乳幼児の発育及び発達の過程に応じ

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

 

（保育所の設備の基準の特例） 

第三十二条の二 次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第十一条第一項の規定にか

かわらず、当該保育所の満三歳以上の幼児に対する食事の提供について、当該保育所外

で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該保育所は、当

該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該保育所において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えるものとする。 

 

一 幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にあり、その管理者が、衛生面、栄養

面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確

保されていること。 

 

二 当該保育所又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養

の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われるこ

と。 

 

三 調理業務の受託者を、当該保育所における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄

養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 

四 幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、ア

トピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切

に応じることができること。 

 

五 食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点から、乳幼児の発育及び発達の過程に応じ
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
て食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努め

ること。 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

 

(食事の提供の特例) 

第十六条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第一項の規定にか

かわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規

定する施設(以下「搬入施設」という。) において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方

法により行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の

提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うこ

とが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

 

一 利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭的保育事業者等にあり、その管理者

が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者と

の契約内容が確保されていること。 

 

二 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村等の栄養士又は管理栄養

士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士又は

管理栄養士による必要な配慮が行われること。 

 

三 調理業務の受託者を、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛

生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 

四 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギ

ー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び

時機に適切に応じることができること。 

 

五 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から、利用乳幼児の発育及び発達の過程

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

 

(食事の提供の特例) 

第十六条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第一項の規定にか

かわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規

定する施設(以下「搬入施設」という。) において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方

法により行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の

提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において行うこ

とが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

 

一 利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭的保育事業者等にあり、その管理者

が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者と

の契約内容が確保されていること。 

 

二 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立

等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が

行われること。 

 

三 調理業務の受託者を、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛

生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 

四 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギ

ー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び

時機に適切に応じることができること。 

 

五 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から、利用乳幼児の発育及び発達の過程
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよ

う努めること。 

 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 

一 連携施設 

 

二 当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法人が運営する小規模保育事業(法第

六条の三第十項に規定する小規模保育事業をいう。以下同じ。) 若しくは事業所内保育事

業を行う事業所、社会福祉施設、医療機関等 

 

三 学校給食法(昭和二十九年法律第百六十号)第三条第二項に規定する義務教育諸学校

又は同法第六条に規定する共同調理場(家庭的保育事業者等が離島その他の地域であっ

て、第一号及び第二号に掲げる搬入施設の確保が著しく困難であると市町村が認めるもの

において家庭的保育事業等を行う場合に限る。) 

 

四 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当該家

庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切

に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に

応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用

乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者として市町村が適当と

認めるもの(家庭的保育事業者が第二十二条に規定する家庭的保育事業を行う場所(第二

十三条第二項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。) において家庭的保育事業を行う場

合に限る。) 

 

 

に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよ

う努めること。 

 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 

一 連携施設 

 

二 当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法人が運営する小規模保育事業(法第

六条の三第十項に規定する小規模保育事業をいう。以下同じ。) 若しくは事業所内保育事

業を行う事業所、社会福祉施設、医療機関等 

 

三 学校給食法(昭和二十九年法律第百六十号)第三条第二項に規定する義務教育諸学校

又は同法第六条に規定する共同調理場(家庭的保育事業者等が離島その他の地域であっ

て、第一号及び第二号に掲げる搬入施設の確保が著しく困難であると市町村が認めるもの

において家庭的保育事業等を行う場合に限る。) 

 

四 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当該家

庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切

に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に

応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用

乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者として市町村が適当と

認めるもの(家庭的保育事業者が第二十二条に規定する家庭的保育事業を行う場所(第二

十三条第二項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。) において家庭的保育事業を行う場

合に限る。) 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

 

第六条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所(児童発達支援センターであ

るものに限る。以下この条において同じ。) に置くべき従業者及びその員数は、次のとお

りとする。ただし、四十人以下の障害児を通わせる指定児童発達支援事業所にあっては第

三号の栄養士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委託する指定児童発達支援事業所にあ

っては第四号の調理員を置かないことができる。 

 

一 嘱託医 一以上 

 

二 児童指導員及び保育士(特区法第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある

指定児童発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区

域限定保育士。以下この条において同じ。) 

 

イ 児童指導員及び保育士の総数 指定児童発達支援の単位ごとに、通じておおむね障害

児の数を四で除して得た数以上 

 

ロ 児童指導員 一以上 

 

ハ 保育士 一以上 

 

三 栄養士又は管理栄養士 一以上 

 

四 調理員 一以上 

 

五 児童発達支援管理責任者 一以上 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

 

第六条 指定児童発達支援事業者が指定児童発達支援事業所(児童発達支援センターであ

るものに限る。以下この条において同じ。) に置くべき従業者及びその員数は、次のとお

りとする。ただし、四十人以下の障害児を通わせる指定児童発達支援事業所にあっては第

三号の栄養士を、調理業務の全部を委託する指定児童発達支援事業所にあっては第四号の

調理員を置かないことができる。 

 

一 嘱託医 一以上 

 

二 児童指導員及び保育士(特区法第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある

指定児童発達支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区

域限定保育士。以下この条において同じ。) 

 

イ 児童指導員及び保育士の総数 指定児童発達支援の単位ごとに、通じておおむね障害

児の数を四で除して得た数以上 

 

ロ 児童指導員 一以上 

 

ハ 保育士 一以上 

 

三 栄養士 一以上 

 

四 調理員 一以上 

 

五 児童発達支援管理責任者 一以上 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 
 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、日常生活を営む

のに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を、日常生活及び社会生活を営むた

めに医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合に

は看護職員を、それぞれ置かなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合には、看護職員を置かないことができる。 

 

一 医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所に訪問させ、当該看

護職員が障害児に対して医療的ケアを行う場合 

 

二 当該指定児童発達支援事業所(社会福祉士及び介護福祉士法第四十八条の三第一項の

登録に係る事業所である場合に限る。) において、医療的ケアのうち 喀痰 

かくたん 

 吸引等のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事業又はその一環

として 喀痰 

かくたん 

 吸引等業務を行う場合 

 

三 当該指定児童発達支援事業所(社会福祉士及び介護福祉士法附則第二十七条第一項の

登録に係る事業所である場合に限る。) において、医療的ケアのうち特定行為のみを必要

とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務

を行う場合 

 

３ 前二項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合に

は、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)に規定する診療所として必要とされる数の従業

者を置かなければならない。 

 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、日常生活を営む

のに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員を、日常生活及び社会生活を営むた

めに医療的ケアを恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケアを行う場合に

は看護職員を、それぞれ置かなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合には、看護職員を置かないことができる。 

 

一 医療機関等との連携により、看護職員を指定児童発達支援事業所に訪問させ、当該看

護職員が障害児に対して医療的ケアを行う場合 

 

二 当該指定児童発達支援事業所(社会福祉士及び介護福祉士法第四十八条の三第一項の

登録に係る事業所である場合に限る。) において、医療的ケアのうち 喀痰 

かくたん 

 吸引等のみを必要とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事業又はその一環

として 喀痰 

かくたん 

 吸引等業務を行う場合 

 

三 当該指定児童発達支援事業所(社会福祉士及び介護福祉士法附則第二十七条第一項の

登録に係る事業所である場合に限る。) において、医療的ケアのうち特定行為のみを必要

とする障害児に対し、当該登録を受けた者が自らの事業又はその一環として特定行為業務

を行う場合 

 

３ 前二項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合に

は、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)に規定する診療所として必要とされる数の従業

者を置かなければならない。 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和六年内閣府令第百九号） 

 

 

４ 第二項の規定に基づき、機能訓練担当職員等を置いた場合においては、当該機能訓練

担当職員等の数を児童指導員及び保育士の総数に含めることができる。 

 

５ 前項の規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第一項第二号イの

児童指導員及び保育士の総数の半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

 

６ 第一項第二号イ及び次項の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であって、

その提供が同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。 

 

７ 第一項(第一号を除く。) 、第二項及び第四項に規定する従業者は、専ら当該指定児童

発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら当該指定児

童発達支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場

合は、第一項第三号の栄養士又は管理栄養士及び同項第四号の調理員については、併せて

設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

 

８ 第三項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者で

なければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、障害児の保護に直接従事

する従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

 

９ 前二項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し、又は幼保

連携型認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業所に通所している障害

児を交流させるときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事

する従業者については、これら児童への保育に併せて従事させることができる。 

 

４ 第二項の規定に基づき、機能訓練担当職員等を置いた場合においては、当該機能訓練

担当職員等の数を児童指導員及び保育士の総数に含めることができる。 

 

５ 前項の規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第一項第二号イの

児童指導員及び保育士の総数の半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならない。 

 

６ 第一項第二号イ及び次項の指定児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であって、

その提供が同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。 

 

７ 第一項(第一号を除く。) 、第二項及び第四項に規定する従業者は、専ら当該指定児童

発達支援事業所の職務に従事する者又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら当該指定児

童発達支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場

合は、第一項第三号の栄養士及び同項第四号の調理員については、併せて設置する他の社

会福祉施設の職務に従事させることができる。 

 

８ 第三項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者で

なければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、障害児の保護に直接従事

する従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

 

９ 前二項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に入所し、又は幼保

連携型認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業所に通所している障害

児を交流させるときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事

する従業者については、これら児童への保育に併せて従事させることができる。 
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就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施
設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する件（令和６年内閣府・文部科学省告示第３号） 

 

新 旧 
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項

及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営

に関する基準 

 

第四 施設整備 

一～六 （略） 

七 認定こども園は、当該認定こども園の子どもに食事を提供するときは、当該認定こど

も園内で調理する方法により行わなければならない。ただし、満三歳以上の子どもに対す

る食事の提供については、次に掲げる要件を満たす場合に限り、当該認定こども園外で調

理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該認定こども園は、当

該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども園において行う

ことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を有するものとする。 

 １ （略） 

 ２ 当該認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等に配置されている栄養士又は管

理栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養

士又は管理栄養士による必要な配慮が行われること。 

 ３～５ （略） 

第八、九 （略） 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項

及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営

に関する基準 

 

第四 施設整備 

一～六 （略） 

七 認定こども園は、当該認定こども園の子どもに食事を提供するときは、当該認定こど

も園内で調理する方法により行わなければならない。ただし、満三歳以上の子どもに対す

る食事の提供については、次に掲げる要件を満たす場合に限り、当該認定こども園外で調

理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該認定こども園は、当

該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども園において行う

ことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を有するものとする。 

 １ （略） 

 ２ 当該認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等に配置されている栄養士により、

献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配

慮が行われること。 

 ３～５ （略） 

第八、九 （略） 
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子ども・子育て支援法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和七年内閣府令第七号） 
新 旧 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

 

（保育所等との連携） 

第六条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業

者」という。）を除く。以下この条、第七条第一項、第十四条第一項及び第二項、第十五条

第一項、第二 項及び第五項、第十六条並びに第十七条第一項から第三項までにおいて同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行 われ、及び、家庭的保育事業者等

による保育の提供の終了後も満三歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成十

八年法律第百二十号）第六条第一項に規定する法律に定める学校において行われる教育を

いう。以下この条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項

（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号。以下「特区法」という。）第十二 条

の四第一項に規定する国家戦略特別区域小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦略特

別区域小規模保育事業者」という。）にあっては、第一号及び第二号に掲げる事項）に係

る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設の確保が著し

く困難であると市町村が認めるものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除

く。第十六条第二項第三号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この

限りでない。 

 

一 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必要な家

庭的保育事業者等に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援（次項において「保

育内容支援」という。）を実施すること。 

 

二 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提

供することができない場合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供する保育をいう。

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

 

（保育所等との連携） 

第六条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業

者」という。）を除く。以下この条、第七条第一項、第十四条第一項及び第二項、第十五条

第一項、第二 項及び第五項、第十六条並びに第十七条第一項から第三項までにおいて同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行 われ、及び、家庭的保育事業者等

による保育の提供の終了後も満三歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成十

八年法律第百二十号）第六条第一項に規定する法律に定める学校において行われる教育を

いう。以下この条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項

（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号。以下「特区法」という。）第十二 条

の四第一項に規定する国家戦略特別区域小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦略特

別区域小規模保育事業者」という。）にあっては、第一号及び第二号に掲げる事項）に係

る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設の確保が著し

く困難であると市町村が認めるものにおいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除

く。第十六条第二項第三号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この

限りでない。 

 

一 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必要な家

庭的保育事業者等に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。 

 

 

二 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提

供することができない場合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供する保育をいう。
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以下この条において同じ。）を提供すること。 

 

三 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事

業（法第六条の三第十二項に規定する事業所内保育事業をいう。以下同じ。）の利用乳幼

児にあっては、第四十二条に規定するその他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第六

項第一号において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保

護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供する

こと。 

 

２ 市町村長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認める

ときは、前項第一号の規定を適用しないこととすることができる。 

 

一 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

 

二 次のイ及びロに掲げる要件を満たすこと。 

 

イ 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び

責任の所在が明確化されていること。 

 

ロ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措

置が講じられていること。 

 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第二十七条に規定する小規模保育事業Ａ型

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第五項において「小規模保

育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第一項第一号に掲げる事項に係る連携協力を

以下この条において同じ。）を提供すること。 

 

三 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事

業（法第六条の三第十二項に規定する事業所内保育事業をいう。以下同じ。）の利用乳幼

児にあっては、第四十二条に規定するその他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第四

項第一号において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保

護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供する

こと。 

 

２ 市町村長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第二号の規定を適用しないこととすることができる。 

 

 

 

 

 

一 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の分担及び

責任の所在が明確化されていること。 

 

二 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措

置が講じられていること。 
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行うものをいう。 

 

４ 市町村長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、

第一項第二号の規定を適用しないこととすることができる。 

 

一 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のイ及びロ

に掲げる要件を満たすと市町村長が認めること。 

 

イ 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責任

の所在が明確化されていること。 

 

ロ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置が

講じられていること。 

 

二 市町村長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必

要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 

 

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第一項第二号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものをい

う。 

 

一 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において「事業

実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 小規模

保育事業Ａ型事業者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める者を第一項第二号に掲げる事項に係る連携協力を行う者とし

て適切に確保しなければならない。 

 

一 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において

「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 第

二十七条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育

事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。） 
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二 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規模

保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村が認める者 

 

６ 市町村長は、次のいずれかに該当するときは、第一項第三号の規定を適用しないこと

とすることができる。 

 

一 市町村長が、法第二十四条第三項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事

業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭

的保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づ

き、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき 

 

二 家庭的保育事業者等による第一項第三号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著し

く困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。） 

 

７ 前項（第二号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は、法

第五十九条第一項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が二十人以上のものに

限る。）又は特区法第十二条の四第一項に規定する国家戦略特別区域小規模保育事業を行

う事業所であって、市町村長が適当と認めるものを第一項第三号に掲げる事項に係る連携

協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない。 

 

附 則 

 

（連携施設に関する経過措置） 

第三条 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、連携施設

の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第五十九条第四号に規定する事業に

 

二 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規模

保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村が認める者 

 

４ 市町村長は、次のいずれかに該当するときは、第一項第三号の規定を適用しないこと

とすることができる。 

 

一 市町村長が、法第二十四条第三項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事

業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭

的保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づ

き、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき 

 

二 家庭的保育事業者等による第一項第三号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著し

く困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。） 

 

５ 前項（第二号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は、法

第五十九条第一項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が二十人以上のものに

限る。）又は特区法第十二条の四第一項に規定する国家戦略特別区域小規模保育事業を行

う事業所であって、市町村長が適当と認めるものを第一項第三号に掲げる事項に係る連携

協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない。 

 

附 則 

 

（連携施設に関する経過措置） 

第三条 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、連携施設

の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第五十九条第四号に規定する事業に
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よる支援その他の必要な適切な支援を行うことができると市町村が認める場合は、第六条

第一項本文の規定にかかわらず、この省令の施行の日から起算して十五年を経過する日ま

での間、連携施設の確保をしないことができる。 

よる支援その他の必要な適切な支援を行うことができると市町村が認める場合は、第六条

第一項本文の規定にかかわらず、この省令の施行の日から起算して十年を経過する日まで

の間、連携施設の確保をしないことができる。 
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